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本  校  の  沿  革

平成　９年　２月　仁心看護専門学校設立準備室開設

平成１１年　１月　看護養成所設置計画書の提出（厚生省）

平成１１年　４月　構想審査承認（厚生省）

平成１１年　６月　校舎新築、改修工事着工

平成１１年　７月　看護婦養成所指定申請書提出（厚生省）

平成１１年　９月　看護婦養成所指定に関する現地調査（厚生省、鹿児島県）

平成１１年１２月　看護婦養成所指定（厚生省）

平成１１年１２月　看護専門学校専門課程認可（鹿児島県）

平成１２年　２月　校舎新築、改修工事竣工

平成１２年　３月　仁心医療高等専修学校（准看護婦養成所）閉校

平成１２年　４月　仁心看護専門学校開設（定員４０名）

平成１２年　４月　吉牟田　直初代校長に就任

平成１２年　４月　第一回入学式挙行

平成１２年　５月　仁心看護専門学校開校記念パーティ挙行

平成１８年　８月　校舎増改築工事竣工
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仁心看護専門学校学則 

平成１２年 ４月１日 制定 

平成１４年 ３月１日 改正 

平成１４年 ４月１日 改正 

平成１７年１１月７日 改正 

平成２１年 ４月１日 改正 

平成２２年 ４月 1日 改正 

平成２３年 ４月１日 改正 

平成２７年 ４月１日 改正 

平成２８年 ４月１日 改正 

第第ｌｌ章章  総総  則則  

（（目目  的的））  

第１条 仁心看護専門学校（以下「本校」という。）は、教育基本法、学校教育法及び保健師助産師看

護師法に従い、看護師として必要な知識及び技術を習得させ、社会に貢献し得る有能な人材を

育成することを目的とする。 

（（名名  称称））  

第２条 本校は、仁心看護専門学校という。 

（（所所在在地地））  

第３条 本校を鹿児島県霧島市隼人町真孝９１０番地７に置く。 

第第２２章章  課課程程、、学学生生定定員員、、学学級級編編成成及及びび修修業業年年限限  

（（課課程程、、学学生生定定員員、、学学級級編編成成及及びび修修業業年年限限））  

第４条 本校の課程及び学生定員並びに学級編成は、次のとおりとする。 

課 程 名 学 科 名 入 学 定 員 総 定 員 学 級 編 成 

医療専門課程 看護科（３年課程） ４０名 １２０名 １学年・１学級 

２ 修業年限は３年とし、在籍期間は６年を超えることはできない。 

３ 第２２条第１項の規定により転入学した者は、同条第４項に定められた在学すべき年数の２

倍に相当する年数を超えて在学することはできない。 

第第３３章章  学学年年、、学学期期及及びび休休業業日日  

（（学学  年年））  

第５条 本校の学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

（（学学  期期））  
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第６条 学期は次の２学期とする。 

（１）前期４月１日から９月３０日まで 

（２）後期１０月１日から翌年３月３１日まで 

（（休休  業業  日日））  

第７条 本校の休業日は次のとおりとする。 

（１）日曜日及び土曜日 

（２）国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する日 

（３）季節休暇（１年を通じて１０週間） 

春 季  ２週間 

夏 季  ６週間 

冬 季  ２週間 

（４）前各号に掲げる日のほか、校長が特に定める日 

２ 前項の規定にかかわらず、校長が必要と認めるときは休業日を変更し、又はやむを得ない事

情があるときは休業日に授業を行うことができる。 

 

第第４４章章  教教育育課課程程及及びび単単位位数数  

  

（（授授業業科科目目、、単単位位数数及及びび時時間間数数））  

第８条 本校の授業科目、単位数及び時間数は別表のとおりとする。 

（（単単位位のの計計算算方方法法））  

第９条 各授業科目の計算方法は、１単位の授業科目を４５時間の学修を必要とする内容をもって構

成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学

修等を考慮して、１単位の授業時間数は、講義及び演習については１５時間から３０時間、実

験、実習及び実技については３０時間から４５時間の範囲とする。 

２ 臨地実習については、１単位を４５時間の実習をもって構成する。 

 

第第５５章章  入入学学、、休休学学、、復復学学、、退退学学  

  

（（入入学学資資格格））  

第 10 条 本校に入学できる者は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第９０条第１項の規定に該

当する者とする。 

（（入入学学志志願願手手続続））  

第 11 条 本校に入学しようとする者は、次の各号に掲げる書類に必要な事項を記載し、入学検定料を

添えて、指定期日までに、校長に提出しなければならない。 

（１）入学願書 

（２）中等教育学校の卒業証明書若しくは卒業見込証明書又はこれらに準ずるもの 

（３）出身高等学校の調査書又はこれらに準ずるもの 

（４）写真２枚 

２ 推薦入学を希望する者は、前項の書類と在学校長又は施設長の推薦書を提出するものとする。 
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（（入入学学者者のの選選考考））  

第 12 条 入学を志願する者に対しては、学科試験及び面接試験を実施する。 

２ 入学者の選考については、入学判定委員会において決定し、校長が合格者に対して通知する。 

（（入入学学手手続続きき））  

第 13 条 前条第２項の選考により合格した者で入学の許可を受けようとする者は、保証人２人が連署

した誓約書に、入学金を添えて、所定の期日までに、校長に提出しなければならない。 

２ 校長は、前項の規定による手続きを完了した者に対し、入学を許可する。 

（（保保  証証  人人））  

第 14 条 前条の保証人は、独立の生計を営み、学校に対して学生に関する一切の責任を負うことので

きる身元確実な成人者でなければならない。 

２ 学生は、保証人の死亡又は前項の資格要件の喪失等が生じたときは、速やかに前条の規定に

準じて手続きをしなければならない。 

（（学学生生又又はは保保証証人人のの異異動動））  

第 15 条 学生は、学生又は保証人に、氏名、住所の変更があったときは、速やかに変更届を校長に提

出しなければならない。 

（（休休    学学））  

第 16 条 学生は、病気その他やむを得ない理由により引き続き３月以上休学しようとするときは、休

学願に理由及び期間を記載し、保証人連署のうえ、校長に提出し、その許可を受けなければ

ならない。この場合において、病気により休学しようとする者は、医師の診断書を添えなけ

ればならない。 

２ 校長は、病気その他の理由により修学することが不適当であると認めた学生に対し休学を命

ずることができる。 

３ 休学期間は、引き続き１年を超えることはできない。ただし、特別の理由がある場合には、

校長は、その期間の延長を許可することができる。 

４ 休学期間は、在籍期間に算入する。（第 4条 2項に修業年限記載） 

（（休休学学期期間間のの延延長長））  

第 17 条 休学期間は、通算して３年を超えることはできない。 

（（復復    学学））  

第 18 条 休学中の者が復学しようとするときは、復学願に必要な事項を記載し、保証人連署のうえ、

校長に提出し、許可を受けなければならない。この場合において、病気により休学していた

ときは、修学可能であることを証明する医師の診断書を添付しなければならない。 

（（退退    学学））  

第 19 条 本校を退学しようとする者は、退学願に必要な事項を記載し、保証人連署のうえ、校長に提

出し、その許可を受けなければならない。 

２ 校長は、次の各号の一に該当する者に対して、運営委員会の議を経て、退学を命ずることが

できる。 

（１）正当の理由がなく欠席が長期にわたる者 

（２）成業の見込みがないと認められる者 

（３）第４条第２項又は第３項に規定する期間を超えた者 

（４）看護学生として不適当と認められる者 
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（５）授業料等を納期までに納付せず、かつ、督促しても納付しない者 

（（除除    籍籍））  

第 20 条 校長は、次の各号の一に該当する者に対して、運営委員会の議を経て、除籍することができ

る。 

（１）死亡届出のあった者 

（２）行方不明の届出のあった者 

 

第第６６章章  転転学学及及びび転転入入学学  

  

（（転転    学学））  

第 21 条 学生が転学を希望するときは、転学願に必要な事項を記載し、保証人連署のうえ、校長に提

出し、その許可を受けなければならない。 

（（転転  入入  学学））  

第 22 条 本校に転入学を希望する者は、転入学願に必要な事項を記載し、校長に願い出てその許可を

受けなければならない。 

２ 看護師学校又は看護師養成所で１年以上履修した学生で、本校に転入学を希望する者がある

ときは、校長は欠員がある場合に限り、選考のうえ、相当年次に転入学を許可することができ

る。 

３ 前項の規定により転入学を許可された者は、第１３条の規定に準じて入学手続きをしなけれ

ばならない。 

４ 第２項の規定により転入学を許可された者が、既に修得した授業科目及び単位数の取扱い並

びに在学すべき年数は、校長が決定する。 

 

第第７７章章  学学習習のの評評価価及及びび卒卒業業  

  

（（単単位位修修得得のの認認定定））  

第 23 条 単位修得の認定は、学科試験又は臨地実習の成績によって行う。ただし、出席時数が授業時

数の３分の２に達しない者は、その科目について評価を受けることができない。 

２ 学習の評価は、優（80 点以上）、良（70～79 点）、可（60～69）及び不可（60 点未満）の４

段階評価とし、可以上を合格とする。 

（（単単位位のの認認定定））  

第 24 条 単位の認定は、前条第２項の規定により合格した者に対して所定の単位を与える。 

２ 本人からの申請に基づき個々の既習の学習内容を評価し、教 育 上 有 益 と認 めるときは、運

営 委 員 会 の議 を経 て、学 生 が学 校 に入 学 する前 に他 の大 学 、短 期 大 学 、又 は社 会 福

祉 士 及 び介 護 福 祉 士 法 (昭 和 六 十 二 年 法 律 第 三 十 号 )第 三 十 九 条 第 一 号 から第 三 号

までに規 定 する施 設 において履 修 した授 業 科 目 について修 得 した単 位 を基 礎 分 野 の単

位 のみ、本 校 における教 育 内 容 に相 当 するものと認 められる場 合 には本 校 の該 当 科 目

の履 修 を免 除 し、取 得 単 位 として認 定 することができる。 

３ 本人からの申請に基づき個々の既習の学習内容を評価し、教 育 上 有 益 と認 めるときは、運 営

委 員 会 の議 を経 て、学 生 が学 校 に入 学 する前 に他 の看 護 養 成 所 等 において履 修 した
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授 業 科 目 について修 得 した単 位 を基 礎 分 野 ・専 門 分 野 Ⅰ・Ⅱの単 位 を本 校 における教

育 内 容 に相 当 するものと認 められる場 合 には本 校 の該 当 科 目 の履 修 を免 除 し、取 得 単

位 として認 定 することができる。 

（（卒卒業業のの認認定定とと学学習習のの進進度度））  

第 25 条 卒 業 の認 定 は、本 校 所 定 の教 育 課 程 に定 める授 業 科 目 を履 修 し、卒 業 に必 要 な単

位 を修 得 した者 に対 し、運 営 委 員 会 をおいて決定する。 

２ 学習の進度においては、講義概要の履修要件に従い決定する。 

（（卒卒業業及及びび資資格格のの取取得得））  

第 26条 校長は、卒業を認定した者に対し、卒業証書を授与する。 

２ 本校を卒業した者には、看護師国家試験の受験資格が与えられる。 

 

第第８８章章  賞賞    罰罰  

  

（（ほほ  うう  賞賞））  

第 27条 校長は、学業成績が優秀で品行方正と認められる者、その他ほう賞に価する行為があったと

認められる者に対してほう賞を行うことができる。 

（（懲懲    罰罰））  

第 28条 校長は、教育上必要があると認めるときは、学生に対して、訓戒・謹慎又は停学処分を行う

ことができる。 

 

第第９９章章  健健康康管管理理  

  

（（健健康康管管理理））  

第 29条 校長は、学生に対し、毎年１回健康診断を実施する。 

 

第第１１００章章  組組織織及及びび運運営営  

  

（（教教  職職  員員））  

第 30条 本校に次の教職員を置く。 

（１）校長    １名 

（２）副校長   １名 

（３）事務長   １名 

（４）教務主任  １名 

（５）専任教員  ７名以上（実習調整者１名を含む） 

（６）事務職員  １名以上 

（７）講師    若干名 

（８）校医    １名 

（（運運    営営））  

第 31条 本校の運営は、運営委員会・職員会議・講師会議・教務会議・実習指導者会議及びその他の

委員会によって行うものとする。 
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第第１１１１章章  入入学学金金，，授授業業料料等等  

  

（（入入学学金金，，授授業業料料等等））  

第 32条 本校に入学しようとする者又は入学した者は、入学金・授業料その他の費用を納入しなけれ

ばならない。 

第 33条 入学金及び授業料等の金額を次のとおりとする。 

（１）入 学 金   150,000 円 

 （２）授 業 料   540,000 円/年間 

 （３）実験実習料   120,000 円/年間 

 （４）施設運営負担金 120,000 円/年間 

 

 ２ 入学金及び授業料等の納入方法は次のとおりとする。 

 （１）入学金は校長が指定した日までに納付しなければならない。 

 （２）授業料及びその他の費用は、年額の二分の一に相当する額をそれぞれ前期分及び

後期分とし、校長が指定した日までに納入しなければならない。 

 ３ 休学者の授業料及びその他の費用は徴収しない。但し、前期又は後期の途中において休

学又は退学・復学する場合は、休学又は退学・復学の日の属する期分の授業料等

を納入しなければならない。 

 ４ 授業料及びその他の費用を所定の期日までに納付しない場合は、保証人に対して、期限を定め

て督促することができる。また、授業料等を納入しない学生に対して、就学を停止さ

せ、又は退学を命ずることができる。 

 ５ 入学前に入学辞退を申し出た場合は、入学金を除き授業料等は返還する。 

 ６ 災害、疾病等その他の理由により納入期限までに入学金、授業料等の納入が極めて困難と認め

られる者に対し、運営委員会、教務委員会等で検討し、校長が授業料等の徴収を猶予し、納入

期限、納入方法等を変更することができる。 

 

第第１１２２章章  学学生生寄寄宿宿舎舎  

  

（（学学生生寄寄宿宿舎舎））  

第 34条 学生寄宿舎については、別に定める。 

 

第第１１３３章章  雑雑    則則  

  

（（細細    則則））  

第 35条 この学則施行に関し、必要な事項は、校長が細則において定める。 

 

附  則 

この学則は、平成１２年４月１日から施行する。 
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附  則 

この学則は、平成１４年３月１日から改正する。 

（保健婦助産婦看護婦法の一部を改正する法律の施行に伴い学則を変更する） 

附  則 

この学則は、平成１４年４月１日から改正する。 

（学校教育法第５６条を改正する法律の施行に伴い学則を変更する） 

 

附  則 

この学則は、平成１７年１１月７日から改正する。 

 

附  則 

この学則は、平成２１年４月１日から改正する。 

 

附  則 

この学則は、平成２２年４月１日から改正する。 

 

附  則 

この学則は、平成２３年４月１日から改正する。 

 

附  則 

この学則は、平成２７年４月１日から改正する。 

 

附  則 

この学則は、平成２８年４月１日から改正する。 

 

附  則 

この学則は、令和２年４月１日から改正する。 
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仁心看護専門学校学則施行細則

平成 12 年 4 月 1 日制定 
平成 12 年 6 月 19 日改定 
平成 14 年 3 月 1 日改定 
平成 17 年 4 月 1 日改定 
平成 21 年 4 月 1 日改定 
平成 23 年 4 月 1 日改定 
平成 28 年 4 月 1 日改定 
平成 29 年 4 月 1 日改正 

第1章 総則 
（目的）

第1条 この細則は、仁心看護専門学校学則（平成 12 年 4 月 1 日制定（以下「学則」とい

う。））第 35 条の規定に基づき、学則の実施に関して必要な事項を定めることを目

的とする。

第2章 出校日・授業時間 
（出校日）

第2条 本校の出校日は、原則として月曜日から金曜日までとする。

（講義時間）

第3条 本校の講義時間は、原則として 9 時 00 分から 16 時 30 分までとする。ただし、

季節その他の都合により変更することができる。

（実習時間）

第4条 本校の実習時間は、8 時 00 分から 16 時 30 分までとする。 

第3章 入学・休学・復学・退学 
（入学願書等）

第5条 学則第 11 条第 1 項に定める入学願書及び同条第 2 項に定める推薦書は、それぞれ

様式第 1 号及び第 2 号によるものとする。 
（誓約書）

第6条 学則第 13 条に定める誓約書は、様式第 4 号によるものとする。 
（入学試験の時期等）

第7条 入学試験は原則募集要項に明記する。

2 学科試験は、国語・数学または英語・作文または小論文とする。

3 推薦入学の学科試験は、国語・作文または小論文とする。

4 社会人入学の学科試験は、国語・作文または小論文とする。

5 面接試験は、人物並びに看護師としての資質につき３段階評価をもって行う。
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（合格の決定） 
第8条 入学試験の合格については、学科試験の総得点上位の者から学則第 11 条の規定に

より提出された書類及び面接試験の結果を総合判断し、入学定員数を決定する。

なお、若干名を補欠とすることができる。 
（変更届） 
第9条 学則第 15 条に定める変更届は、様式第 5 号によるものとする。 
（休学願） 
第10条 学則第 16 条第 1 項に定める休学願は、様式第 6 号によるものとする。 
（復学願） 
第11条 学則第 18 条に定める復学願は、様式第 7 号によるものとする。 
（退学願） 
第12条 学則第 19 条に定める退学願は、様式第 8 号によるものとする。 

 
第4章 欠席・欠課 

（欠席） 
第13条 学生は、授業を欠席しようとするとき、その旨を教員に連絡し許可を得なければ

ならない。 
     2  傷病により引き続き 7 日以上欠席する場合、又は教員が提出の必要があると判断 

した場合は、医師の診断書を添付しなければならない。 
（欠課） 
第14条 学生は、遅刻・早退により授業を欠課しようとするとき、その旨を教員に申し出

て許可を得なければならない。 
 2  傷病により遅刻・早退する場合は、医師の診断書等の提出をしなければならない。 

（欠席・欠課の特例） 
第15条 忌引及び就職（進学）試験は、欠席・欠課の取り扱いはしないものとする。 

（１） 忌引の日数は次のとおりとする 
ア 1 親等の血族（父母、子）及び配偶者        7 日以内 
イ 2 親等の血族（兄弟姉妹、祖父母、孫）       
  及び 1 親等の姻族（配偶者の父母、配偶者の子）   3 日以内 
ウ 3 親等の血族（伯叔父母、甥姪）及び 2 親等の姻族  
  （兄弟姉妹の配合者、配偶者の祖父母）       1 日以内 
なお、（ ）内は該当する主な例を掲げたものである。 

（２） 就職（進学）試験の日数は次のとおりとする 
ア 就職試験     試験に必要とする日数 
イ 進学試験     試験に必要とする日数 

（３） 感染症に罹患した場合は、欠席・欠課の取り扱いはしないものとする。 
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第5章 転学・転入学 
（転学願） 
第16条 学則第 21 条に定める転学願は、様式第 11 号によるものとする。 
（転入学願） 
第17条 学則第 22 条第 1 項に定める転入学願は、様式第 12 号によるものとする。 
 

第6章 卒業の認定 
（卒業の認定） 
第18条 学則に定める所定の単位を習得できなかった者は、運営委員会において総合判断

し、卒業延期又は訓戒処分等の方法をとる。 
 

第7章 訓戒・謹慎及び停学 
（訓戒・謹慎・停学の処分） 
第19条 学則第 28 条に定める訓戒、謹慎又は停学処分は、次の各号の一に該当する場合に

その場合に応じて行う。 
（１） 無断欠席又は無断欠課したとき 
（２） 学則その他の諸規定に違反したとき 
（３） 学業に熱意がみられず怠慢を認められたとき 
（４） 過失により学校又は他人に損害を与えたとき 
（５） 本校の秩序を乱し、又は名誉を傷つけたとき 
（６） 実習施設における不都合の行為のあったとき 
（７） 犯罪行為により検挙されたとき 
（８） その他前各号に準ずる行為のあったとき 

 
第8章 健康管理 

（健康診断の時期） 
第20条 健康診断は 4 月から 6 月までに行う。 
（校医） 
第21条 校医は、学生の健康診断の結果に基づいて必要な指示を与えると共に、保健衛生

環境の維持改善ならびに健康管理に関する企画立案に参画し、必要な助言指導を

行うものとする。 
 

（健康管理者） 
第22条 各学年の担当専任教員は、健康管理者として学生の日常の健康管理にあたるもの

とする。 
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（学生健康診断票） 
第23条 在学中の学生については、すべて学生健康診断票を作成し、健康診断の結果を記

録保存する。 
（健康管理義務） 
第24条 学生は、疾病の予防と健康保持のため個人衛生に注意し、次の事項を守らなけれ

ばならない。 
（１） 本校の行う健康診断を必ず受けること 
（２） 身体に異常があるときはすみやかに申し出ること 
（３） 疾病による休学の場合は、3 か月に 1 回診断書を提出すること 
（４） 健康診断の結果異常が認められた場合は、校医の指示に従って措置するこ

と 
（５） その他健康管理に関する本校から指示を守ること 

 
第9章 組織及び運営 

（組織図） 
第25条 本校の組織は別図のとおりとする。 
（運営委員会） 
第26条 運営委員会の委員は、校長、副校長、事務長及び教務主任並びに校長が委嘱する

委員をもって構成する。 
  2  校長は、運営委員会を招集し、会議を主催する。 
  3  運営委員会は、毎年 2 回定期に開催する。ただし、必要に応じて会議を招集する 

ことができる 
  4  運営委員会は、主として次の事項を審議し又は決定する。 

（１） 学則その他本校の規程の制定改廃に関すること 
（２） 予算及び決算に関すること 
（３） 教育方針、教育計画及び教育内容に関すること 
（４） 学生の募集に関すること及び入学の選考に関すること 
（５） 学生の単位修得の認定及び卒業の認定に関すること 
（６） 学生の定員その他身分に関すること 
（７） 教育施設に関すること 
（８） 前各号に掲げるほかに重要な事項に関すること 

（職員会議） 
第27条 職員会議は、校長、副校長及び常勤職員をもって構成する。 
  2  校長は職員会議を招集し、会議を主催する。 
  3  職員会議は、毎月 1 回以上開催する。 
  4  職員会議は、主として次の事項を審議し決定する。 
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（１） 運営委員会の議題に関すること 
（２） 月間行事計画及び教職員の勤務配置に関すること 
（３） 学生生活に関すること 
（４） 学生の健康管理に関すること 
（５） 前各号に掲げるほかに重要な事項に関すること 

（講師会議） 
第28条 講師会議は、校長、副校長、教務主任、講師及び専任教員をもって構成する。 
  2  校長は講師会議を招集し、会議を主催する。 
  3  講師会議は、毎年 1 回以上開催する。 
  4  講師会議は、主として次の事項を審議し決定する。 

（１） 教育方針、教育計画及び教育内容の細目に関すること 
（２） 試験に関すること 
（３） 学習の評価に関すること 

（教務会議） 
第29条 教務会議は、教務主任及び専任教員をもって構成する。 
  2  教務主任は、教務会議を招集し会議を主催する。 
  3  教務会議は、毎月 1 回以上開催する。 
  4  教務会議は、主として次の事項を審議し決定する。 

（１） 学生の教育及び課外活動に関すること 
（２） 学科及び講義時間の配分に関すること 
（３） 教材、教具及び図書に関すること 
（４） その他教務及び学術研究に関すること 

（実習指導者会議） 
第30条 実習指導者会議は、実習施設の実習指導者、教務主任、実習調整者及び専任教員

をもって構成する。 
  2  実習調整者は、校長の許可を得て実習指導者会議を招集し会議を主催する。 
  3  実習指導者会議は、当該実習の事前、中間、終了時の 3 回以上開催する。 
  4  実習指導者会議は、主として次の事項を審議し、決定する。 

（１） 実習計画、実習内容に関すること 
（２） 実習の評価に関すること 
（３） 実習施設に関すること 

（会議の記録等） 
第31条 第 9 章における 5 つの会議内容は、それぞれ会議録に記録し、保存するものとす

る。 
  2  会議の主催者は、当該会議において必要と認める場合には、構成員外の者に出席 

を求め、意見を聞くことができる。 
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（業務基準） 
第32条 教職員の業務については、別に定める業務基準による。 
 

第10章 入学金・授業料等 
（入学金・授業料等） 
第33条 学則第 11 条に定める入学検定料の額は 10,000 円とする。 
 

第11章 規程等 
（試験及び評価） 
第34条 試験及び評価に関しては、別に定める履修規程及び評価規程による。 
（学生心得） 
第35条 学生が学生生活上遵守すべき事項については、別に定める学生心得による。 
（図書管理） 
第36条 図書の管理に関しては、別に定める図書管理規程による。 
（施設管理） 
第37条 施設の管理に関しては、別に定める施設管理規程による。 
（文書取扱） 
第38条 文書の取扱に関しては、別に定める文書取扱規程による。 
（入学前既修得単位の認定） 
第39条 学則第 24 条に定める入学前の既修得単位の認定に関しては、別に定める入学前の

既修得単位の認定制度規程による。 
 

附 則 
この附則は、平成 12 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 
この附則は、平成 12 年 6 月 19 日から施行する。 

附 則 
この附則は、平成 14 年 3 月 1 日から施行する。 
（保健婦助産婦看護婦法の一部を改正する法律の施行に伴い細則を変更する） 

附 則 
この附則は、平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 
この附則は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 
この附則は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 
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附 則 
この附則は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 
  附 則 
この附則は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 
  附 則 
この附則は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 
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